
４．損益外減価償却相当額等の各セグメントの金額は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

研 究 事 業 臨床研究事業 診 療 事 業 教育研修事業 情報発信事業 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 292 470 0 1 0 763 ` 763

損益外減損損失相当額 110 0 0 0 0 110 ` 110

損益外除売却差額相当額 0 19 0 0 0 19 ` 19

引当外退職給付増加見込額 � 21 1 � 18 � 1 0 � 38 ` � 38
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第3748`
１号

精密電力
量計

第3749`
１号

普通電力
量計 ＡＰ３ＥＰ`

Ｒ

`

第3750`
１号

無効電力
量計

第3751`
１号

最大需要
電力計

大崎電気工
業株式会社交流三相３線式 110 ５ 50，60 30，60

第3752`
１号

普通電力
量計

`

第3753`
１号

無効電力
量計

ＡＭ３ＥＳ`
Ｒ

第3754`
１号

最大需要
電力計 30，60

第3795`
１号

精密電力
量計

第3796`
１号

普通電力
量計

ＴＰ３Ｅ８`
Ｒ

`

第3797`
１号

無効電力
量計

第3798`
１号

最大需要
電力計

株式会社エ
ネゲート 交流三相３線式 110 ５ 60 30，60

第3799`
１号

普通電力
量計

`

第3800`
１号

無効電力
量計

ＴＭ３ＥＦ`
Ｒ

第3801`
１号

最大需要
電力計 30，60
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１．セグメントの区分については、高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律に定められている業務内容に基づき、「研究事業」、「臨床研究事業」、「診療事業」、「教育研修事業」、「情報発
信事業」に区分しております。
２．事業の内容
「研究事業」：長寿医療に関する戦略的研究・開発を推進する事業
「臨床研究事業」：治療成績及び患者のＱＯＬの向上につながる臨床研究及び治験並びに基礎研究から臨床に向けた橋渡し研究等の事業
「診療事業」：高齢者の心身の状態、ＱＯＬに配慮して、最良かつ最新のモデル医療を提供するための事業
「教育研修事業」：長寿医療に対する研究・医療の専門家（看護師、薬剤師等のコメディカル部門も含む。）の育成を積極的に行う事業
「情報発信事業」：研究成果等や収集した国内外の最新知見等の情報を迅速かつ分かり易く、国民及び医療機関に提供する事業

３．総資産のうち法人共通は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主なものは、現金及び預金（2¶775百万円）、未収金（21百万円）、有形固定資産（3¶301百万円）、無形固定資産（０百万円）、
未収利息（０百万円）です。

特 定 計 量 器 型 式 承 認

日本電気計器検定所公告第 25`12号
電気計器の型式について、平成25年10月10日次のように承認したので、計量法（平成４年法律第51

号）第159条第４項の規定により公示する。
平成 25年 10月 10日 日本電気計器検定所

理事長 脇 治

公文書等の管理に関する株式会社日本政策金融公庫公示

公文書等の管理に関する法律施行令（平成22年政令第250号）第17条の規定に基づき、公文書等の
管理に関する法律（平成21年法律第66号）第11条第３項の事務所の場所を変更するので、次のとおり
公示する。
平成 25年 10月 29日 株式会社日本政策金融公庫 代表取締役総裁 細川 興一

廃止する場所 長野県小諸市相生町３丁目３番３号 株式会社日本政策金融公庫小諸支店国民生活事
業内
新設する場所 長野県小諸市相生町３丁目３番12号 株式会社日本政策金融公庫小諸支店国民生活事
業内
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